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14 法科大学院 

 

１ 大学院研究科の使命及び目的･教育目標 

Ａ群：大学院研究科の理念・目的・教育目標とそれに伴う人材養成等の目的の適切性 

① 現状の説明 

法科大学院はわが国における司法制度改革の主軸となる新たな法曹養成のシステムである。

本学法科大学院は、そうした司法制度改革の理念の実現を目指し、さらには本学の建学の理

念に基づき、「民衆のための法学」の視座に立って「平和」と「人権」の価値を具体化してい

く法曹の養成を使命として、2004 年４月に、開設した。 

具体的には、次のような法曹の養成を目指している。 

(1) 生活者の側に立つ人間性豊かな法曹 

(2) 人権と平和を志向する国際感覚に溢れた法曹 

(3) 国際競争力を備えたビジネス・ロイヤー 

 この目的を遂行するために、少人数による密度の濃い教育を施し、理論と実務の架橋を図

っている。 

② 点検・評価／長所と問題点 

本研究科は開設後間もないために、具体的には評価しにくい面もあるが、本研究科が掲げ

る理念・教育目標とそれに対する人材養成等の目的は、文部科学省に設置申請をして認可さ

れる過程の中で評価されたと考えられるし、適切に設定されていると判断している。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

上記の目的達成のために、最善の努力をしてまいりたい。 
 

Ｂ群：大学院研究科の理念・目的とそれに伴う人材養成等の目的の達成状況 

 該当事項なし。 

 

３ 学生の受け入れ（学生募集方法、入学者選抜方法） 
Ａ群：大学院研究科の学生募集の方法、入学者選抜の適切性 

① 現状の説明 

学生募集の主な方法は、本研究科を紹介するパンフレットの配付、本研究科のホームペー

ジでの案内、オープンキャンパスにおける相談窓口の設置、学内並びに主要都市での入試説

明会の開催などである。このほか、新聞社・雑誌を通じての広告、宣伝を行っている。 

 １学年の入学定員は 50 名である。 

2004 年度及び 2005 年度の入学試験においては、法学既修者と法学未修者の定員枠は特に

設定せず、合格者の内から２年の短縮コースを希望する者について法律科目試験（本学法科

大学院ではこれを「法学既修者認定試験」とした。）を行い、２年の短縮コースへの入学を認

めるいわゆる内部振分方式を採用した。 

入学者選抜の方法は次のとおりである。 

《2004 年度、2005 年度入学試験》 

(1)  書類審査と集合試験との２段階とし、第１次入学者選抜の書類審査で募集人員の３倍程

度を選抜し、その後、第２次入学者選抜では筆記試験と面接試験の集合試験を行い、募集人
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員 50 名を目処に合格者を決定する。 

(2)  書類審査（第１次選抜）について 

  a. 出願書類 

・ 法科大学院適性試験結果 

・ 大学の学業成績表（ＧＰＡ評価があるところはその記載を求める） 

・ 志願者報告書（志望動機、自己評価、学業以外の活動実績） 

・ 社会的活動報告書（社会人） 

・ その他の証明書類（国家試験等の合格もしくは成績証明書、英検、ＴＯＥＦＬ、ＴＯＥ

ＩＣスコア〔過去２年以内の証明書〕など） 

※法科大学院適性試験結果については、2004 年度、2005 年度の入試は大学入試センタ

ーによる法科大学院適性試験結果の提出を求めた。 

 b. 選抜 

 公平性を旨とし、上記出願書類を点数化したうえ、総合的に評価し選抜する。 

(3) 集合試験（第２次選抜）について 

 募集人員 50 名の３倍程度である 150 名前後の第１次選抜合格者に対し、集合試験として小

論文試験及び面接試験を行い、第 1 次選抜の結果と第２次選抜の結果を総合的に判断して 50

名を目途に合格者を選考する。 

  a. 小論文試験について 

 読解力・分析能力・論理的思考力・文章力を試す試験として小論文試験を行う。 

第１次選抜の合格者全員に小論文試験を実施する。複数の採点員で採点し、採点の公正を

期す。 

  b. 面接試験について 

第１次選抜合格者全員に複数の面接員による面接試験を行う。 

 c. 合格者の選考について 

小論文試験と面接試験及び第１次選抜試験の結果を総合して合格者を決定する。 

(4)  法学既修者認定試験について 

  合格者の内から２年の短縮コースを希望する者について法律科目試験を行い、２年の短縮

コースへの入学を認める。 

 科目は、憲法（行政法の基礎を含む）、民法、刑法、商法、民事訴訟法、刑事訴訟法の６科

目である。 

《2006 年度入学試験》 

(1) より多方面から多彩な学生を募集するために過去２回の試験を踏まえ、次の諸点におい

て、従来の方式を変更した。 

 ⅰ 法科大学院適性試験の複数採用 

大学入試センターが行う法科大学院適性試験または日弁連法務研究財団が行う法科大学院

統一適性試験のいずれかの成績結果の提出を求め、後者のスコアについては日弁連法務研究

財団が作成した対応表により換算する。 

ⅱ 別口入試方式の採用 

入学試験として、「法学未修者入学試験」と「法学既修者入学試験」を個別に行う、いわゆ

る別口入試方式を採用した。 
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募集人員は、法学未修者 35 名程度、法学既修者 15 名程度とした。 

ⅲ 年２回の入学試験の実施 

入学試験を、Ａ日程試験（2005 年９月実施）とＢ日程試験（2006 年２月実施）の２回行い、

Ａ日程試験では、法学既修者入学試験と法学未修者入学試験を、Ｂ日程試験では、法学既修

者入学試験のみを実施した。 

(2) 法学未修者入学試験 

 2004 年度・2005 年度の入学試験と同様の方法で選抜した。 

(3) 法学既修者入学試験 

 第１次選抜については、法学未修者入学試験とほぼ同様の方法により選抜し、合格者に対

し法律科目試験と面接試験を課し、これらの成績・評価に第１次選抜の際の諸要素を加味し、

一定基準を満たした者を最終合格者とした。 

② 点検・評価／長所と問題点 

2004 年度・2005 年度の方式で一定の均質的な人材は確保できたが、より多方面から、多角

的に、多彩な人材を確保するためには、若干の問題があった。 

例えば、適性試験で日弁連法務研究財団の試験では高いスコアを取りながら大学入試セン

ターの試験で低スコアであったために不合格になった例や、法律的な実力はかなり有しなが

ら、その要素を全く加味しない方式のために不合格になったケースなどが散見され、種々検

討の末、2006 年度方式に切り替えた。 

どちらの方式の方がより良いかについては、今後の検証を待つしかない。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

上記の推移を見ながら、よりよい選抜方式を検討していきたい。 
 

Ｂ群：成績優秀者等に対する学内推薦制度を採用している大学院研究科における、そうした

措置の適切性 

法科大学院の入学試験は、公平性、開放性を旨として実施しているので、該当項目なし。 
 

Ａ群：他大学・大学院の学生に対する｢門戸開放｣の状況 

① 現状の説明 

法科大学院の入学試験は、公平性、開放性を旨として実施している。本学では、受験者に

占める他大学出身者の割合は、2004 年度入学試験で 57.9％、2005 年度では 50％であった。

第２次合格者における他大学出身者の比率は、2004 年度で 55.5％、2005 年度は 52.0％であ

った。2006 年度はＡ日程入学試験・Ｂ日程入学試験をあわせての受験者総数に占める他大学

出身者の割合は 45.9％、最終合格者に占める割合では 48.3％となっている。 

② 点検・評価／長所と問題点 

すなわち、受験生と合格者の比率に大きな違いはなく、他大学出身者に対し「門戸を閉ざ

す」ようなことはしていないことが、数字上からもうかがい知れる。 
③ 将来の改善・改革に向けた方策 

当面現状で推移を見てみたい。 

（飛び入学） 

Ｂ群：｢飛び入学｣を実施している大学院研究科における、そうした制度の運用の適切性 
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該当事項なし。 
 

Ｂ群：社会人学生の受け入れ状況 

① 現状の説明 

社会人のみを対象とした入学試験、いわゆる「社会人入試」は行っていない。しかし、2004

年度の入学者 60 名のうち、就職経験を持つ「社会人」は 20 名いる。2005 年度入学者では 50

名のうち、18 名が社会人である。2006 年度においては、未修者コース合格者 50 名のうち 6

名が社会人、既修者コース合格者 10 名のうち社会人は３名であった。 

② 点検・評価／長所と問題点 

「社会人入試」は行っていないが、入学試験の第１次選抜（書類選考）において、適性試

験の点数や大学の成績に加えて、社会的な実績・資格を評価することにしている。この第１

次選抜の持ち点は、最終的にも総合評価の一部として組み入れられる。このことは、大学を

出てさまざまな分野で活躍している社会人を受け入れるための方途として有効に作用してい

る。 
③ 将来の改善・改革に向けた方策 

当面この方式を続け、推移を見たい。 

 

Ａ群：収容定員に対する在籍学生数の比率および学生確保のための措置の適切性 

① 現状の説明 

本研究科の入学定員は 50 名であり、収容定員は完成年度である 2006 年度においては 150

名になる。 

2004 年度は収容定員 50 名に対し、60 名が入学した。2005 年度は収容定員 100 名に対して

109 名が在籍している。収容定員に対する在籍学生数の比率は、2004 年度は 1.20 倍、2005

年度は 1.09 倍である。2006 年度は 50～55 名の入学者が予定されているので、収容定員 150

名に対する在籍学生数の比率は、1.06～1.09 倍になる。 

また、受験生総数は、2004 年度入学試験では 464 名、2005 年度入学試験は 190 名であった。

2004 年度の定員に対する志願倍率は 9.28 倍、実質倍率は 6.44 倍。2005 年度は志願倍率 3.80

倍、実質倍率 3.01 倍であった。2006 年度は、既修者入学試験と未修者入学試験を別々に実

施し、また既修者入学試験は２回行うなど、入学者募集方法が前年度までとは大きく変わっ

た。既修者入学試験２回と未修者入学試験１回の受験者数を単純に合計すると 246 名で入学

定員 50 名に対する志願倍率は 4.92 倍、併願者数及び未修者入学試験合格者でＢ日程既修者

入学試験受験者の人数を引いた実質志願者数は 205 名。志願倍率は 4.10 倍になる。 

② 点検・評価／長所と問題点 

収容定員に対する在籍学生数の比率並びに受験生の数、いずれにおいても順調な数値を示

している。 

収容定員に対する在籍学生数の比率において、2004 年度は 1.20 倍とやや高めの数値とな

ったが、これは初年度ということもあり試験の合格者が入学する割合を予測し難かったこと

による。ちなみに本学は合格者に対する入学者の割合が83.3％と全国で10番目に高かった。

2005 年度は合格者を少なめにし、入学者が定員を充足しないときは不合格者の成績順に補欠

合格させるという方式に変更した。これにより 2005 年度の入学者数は定員と同数になった。
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2006 年度は、別口入試の採用のほか既修者入学試験を２回実施するなど募集方法を変更した

が、基本的な方針は前年度と同様に臨んだ。 

志願者数は 2004 年度の 464 名から 2005 年度は 190 名に減少した。2006 年度は実質 205 名

で前年度に比してやや増加した。2004 年度は設置初年度ということもあり、他大学と同様に

志願者が多かった。ところが、新司法試験の合格率、法科大学院の学力レベルなどに対する

認識が浸透したこともあり、2005 年度の志願者数は大幅に減少した。しかし、2006 年度の志

願者数も定員の４倍程度で前年度とほぼ同じような数値になっているので、ここらあたりに

落ち着いてくるのではないかと考えている。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

在籍学生数は現在の比率を保つようにしたい。また、学生確保・志願者数の増加について

は広報活動等の充実を図ってまいりたい。 

 

４ 教員組織 

Ａ群：大学院研究科の理念・目的並びに教育課程の種類、性格、学生数との関係における当

該大学院研究科の教員組織の適切性、妥当性 

① 現状の説明 

本研究科が養成を目指す法曹は、(1) 生活者の側に立つ人間性豊かな法曹、(2) 人権と平

和を志向する国際感覚に溢れた法曹、(3) 国際競争力を備えたビジネス・ロイヤー、である

が、この目的を遂行するために、少人数教育の推進並びに理論と実務の架橋を図ることを自

らの課題としている。 

これに対して、2005 年度における教員組織は次のとおりとなっている。 

・ 専任教員数 18 名（実務家教員 10 名） 

・ 兼担教員数  6 名 

・ 兼任教員数 11 名（実務家教員 8 名） 

2005 年度における専任教員 1 人あたりの学生数は 6.05 人である。また、専任教員 18 名の

うち 10 名、非常勤教員 11 名のうち 8 名が実務家教員である。 

②点検・評価／長所と問題点 

専門職大学院設置基準に基づく必要な専任教員数は 12 名であるが、本学の専任教員数は

18 名であり、十分な教員数を擁している。また、法律基本科目には専任教員が１人以上配置

されており、教員構成においても適切である。 

専任教員 1 人あたりの学生数は 6.05 人、完成年度において学生数が収容定員に達したとし

ても、教員数が変わらないと仮定した場合 8.33 人で、少人数教育が行われているといえる。 

さらに、兼担教員を含めた教員総数 35 名中 18 名が実務家教員であり、法曹養成を目的と

し理論と実務とを架橋する法科大学院の教育理念の推進においても十分な陣容である。 

③将来の改善・改革に向けた方策 

専任教員の年齢構成がやや高めであり、新たな教員採用に際しては十分に考慮する必要が

ある。 

 

Ｂ群：研究支援職員の充実度／｢研究者｣と研究支援職員との間の連携・協力関係の適切性 

研究支援職員は配置していないので、該当事項なし。 
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（研究者教員と実務家教員との連携） 

 実務と理論を架橋した高度な法学専門教育を実現するためには、法科大学院における授業

内容の研究とその改善について、研究者教員と実務家教員との協同作業を組織的に行う必要

がある。 

 このため、研究者教員、実務家教員の両者によって、公法部会、民事法部会、刑事法部会

等の部会を科目群毎に編成し、カリキュラム、各科目間の分担と連携等について検討を重ね

ている。とくに、第３セメスター以降の法律基本科目及び実務基礎科目については、一つの

科目を複数の教員が担当し、少人数教育で、同一内容の授業を行うため、研究者と実務家の

協同作業で教材の作成、授業内容の検討を行っている。 

 各「部会」における研究者・実務家という枠や世代の違いを超えた議論を協働の推進力

とし、それぞれの知見を共有の財産とする長期的な取り組みを行っている。 
 

（教員の募集・任免・昇格に関する基準・手続） 

Ａ群：大学院担当の専任教員の募集・任免・昇格に関する基準・手続の内容とその運用の適

切性 

① 現状の説明 

専任教員の募集・任免等については、「創価大学教員の任用手続に関する規程」「大学院教

員の専任手続に関する内規」など、本学の学部及び他の研究科の基準・手続等に準じて行っ

ている。実務家教員における実務能力については、研究者教員の研究実績に替わるものとし

て、取り扱った事件、内容等の報告を求め、審査している。 
開設して２年が経過したが、この間に、2004 年度に専任教員１名がやむを得ない理由で退

職したことに伴い、年次計画変更書を文部科学省に提出し、教員審査を求め可の判定を得て、

派遣検察官１名を任用した。また 2006 年度には同様の手続を経て、みなし専任教員として

２名を新たに任用することになっている。 
② 点検・評価／長所と問題点 

教員の配置は、設置認可の際、文部科学省へ申請したとおりにほぼ行われている。計画変

更については、前述したように文部科学省に報告し、承認を得ている。 
③ 将来の改善・改革に向けた方策 

教員の人事は、本研究科にとって最も重要な事項の一つと位置付けているので、今後も慎

重に取り組んでまいりたい。 
 

Ｂ群：教員の教育活動及び研究活動の評価の実施状況とその有効性 

① 現状の説明 

② 点検・評価／長所と問題点 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

※教員の総合的業績評価システムを全学的に実施しているので、その項を参照されたい。 

 

（大学院と他の教育研究組織・機関等との関係） 

Ｂ群：学内外の大学院と学部、研究所等の教育研究組織間の人的交流の状況とその適切性 
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① 現状の説明 

2005 年度において、法学部専任教員でかつ法科大学院の専任教員として算入（2013 年度ま

での特例措置。「専門職大学院設置基準」附則。）している教員が４名いるほか、法学部や研

究所等の専任教員で法科大学院の授業を担当している教員は８名いる。逆に法科大学院の専

任教員で法学部または法学研究科の授業を担当している教員は５名いる。 

② 点検・評価／長所と問題点 

法科大学院と法学部等との人的な交流は、有効に機能している。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

法科大学院と学部等、特に法学部との人的な交流は、研究面における充実という観点から、

必要不可欠であるので、今後もさらに連携を深めていきたい。 

 

５ 研究活動と研究環境 

（１） 研究活動 

Ａ群：論文等研究成果の発表状況 

① 現状の説明 

一部の教員を除いて、ほとんどの教員（とりわけ実務家教員）は、実際のところ研究まで

手が回らない状況である。それは、授業並びに授業のための資料作成、教育方法についての

検討・研究、レポートや起案に対する添削・講評等、教育のために殆どの時間を割かなけれ

ばならいからである。 

② 点検・評価／長所と問題点 

研究と教育は密接な関係があるので、上記状態は必ずしも好ましいものではない。しかし、

学部や一般の研究科と異なり、教育に重点がおかれることはやむを得ない面がある。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

法科大学院の教育が軌道に乗り、教育のための資料や方法がある程度蓄積されてくれば、

若干の時間的余裕が生じ、研究に時間を振り向けることは可能になると考える。 

 論文等の研究成果の発表も法科大学院にとってきわめて重要なことであるという認識をお

互いに確認しあっていきたい。 

 

Ａ群：附置研究所とこれを設置する大学・大学院との関係 

① 現状の説明 

2004 年度「法科大学院等専門職大学院形成支援プログラム」において、本学が応募した「法

科大学院における要件事実教育の充実と発展」のテーマが採択された。この採択に伴い、本

法科大学院附置の研究所として「法科大学院要件事実教育研究所」を設立した。この研究所

を拠点として、全国の法科大学院と共同して、法科大学院における要件事実教育に関する研

究に精力的に取り組んでいる。その具体的な活動については、 頁を参照されたい。 

 

（２） 研究環境 

（経常的な研究条件の整備） 

Ａ群：個人研究費、研究旅費の額の適切性／教員個室等の教員研究室の整備状況 

：教員の研究時間を確保させる方途の適切性 
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① 現状の説明 

全学頁を参照のこと。 

② 点検・評価／長所と問題点 

本研究科として、個人研究費、研究旅費の額は適切と考える。教員研究室、共同研究室

の整備もされて折、問題はない。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

教員の研究時間が確保できるよう、努める必要がある。 

 

Ｂ群：共同研究費の制度化の状況とその運用の適切性   該当事項なし。 
 

６ 施設・設備等 

Ａ群：大学院研究科の教育研究目的を実現させるための施設・設備等諸条件の整備状況の適

切性 

Ｂ群：大学院専用の施設・設備の整備状況 

① 現状の説明 

  本学法科大学院は、本部棟の一部を法科大学院専用施設として使用している。また、本部

棟と道路を隔てて、法科大学院の自習室・図書室を備えた「学修館」が建っている。その 1

階が図書室、３階、４階部分は自習室である。 

 個々の施設の概要は次のとおりである。 

ⅰ 講義室・演習室・模擬法廷教室について 

授業は、本学本部棟の各教室で行っている。本部棟１階の４教室 514.0 ㎡は法科大学院専

用の教室とし、本部棟２階及び３階の 13 教室 1355.9 ㎡は、全学部と共用する。このうち１

階には、模擬法廷教室とパソコン教室各１室が置かれている。また、３階にはパソコン演習

室１室がある。さらに本部棟８階に法科大学院専用の２つの演習室（各 24.1 ㎡）を置く。共

用を含めた 19 教室のうち９教室は、双方向、多方向の授業を可能にするため、可動の机・椅

子になっている。 

ⅱ 図書室について 

図書室は、「学修館」１階にあり、面積は 508.85 ㎡。図書収容能力は２万冊を有する。室

内には、20 席分の閲覧用机、椅子のほか、図書・判例等の資料検索用パソコンを５台置き、

学生の利用の便に供する。また、ＡＶブースを１台置き、視聴覚教材の閲覧ができる。判例

データベースなどの電子媒体の充実も図られている。図書室は２４時間いつでも利用できる

ようになっている。 

ⅲ 学生自習室について 

学生自習室は、学生の学習時間にロスが生じないように、図書室と同一建物である「学修

館」内３・４階のフロアにある。そこに、合計 150 の学習机と椅子が置かれ、全員に専用の

自習スペースが割り当てられている。また、150 人分のロッカーも設置されている。 

 自習室には、無線ＬＡＮの装置を設備し、教室や図書室と同じ情報環境を提供する。学修

館は 24 時間開放している。 

ⅳ 教員研究室について 

教員研究室は、本部棟内に専任教員全員の教員研究室が設置されている。広さは１室 24
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㎡。いずれも、教員の研究のほか、教員と学生の人間的な触れ合いの場として、学生相談や

オフィスアワーにも利用されている。 

ⅴ 共同研究室について 

共同研究室は本部棟９階にあり、64.96 ㎡の広さである。隣室には 44.26 ㎡の教材作成室

がある。 

ⅵ 合議室について 

本部棟９階には、共同研究室、教材作成室とともに授業方法を検討したり、授業改善の方

策を検討しあう合議室が大小それぞれ１室設置されている。大きな合議室は、52.4 ㎡、小さ

な合議室は 35.7 ㎡である。 

ⅶ 事務室について 

法科大学院の事務を円滑に処理するために、本部棟８階に事務室が置かれている。面積は、

84.85 ㎡である。 

ⅷ 法科大学院学生寮 

本学構内に個室タイプの法科大学院学生寮「桂冠寮」がある。収容人数は男女合わせて 53

名。個室の広さは、約 10 ㎡である。また構外にアパートタイプの「正義寮」がある。収容人

数は 20 名で男子のみの寮となっている。いずれも、学内ＬＡＮが設備されている。 

② 点検・評価／長所と問題点 

教室、図書室関係については、現在のところあまり問題はない。上記のように、学生が学

習に専念できる環境を整えており、学生の満足度も高い。ただ今後、修了者で学習を継続し

たい者が増えてきた場合、自習室の席数が不足することも予想される。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

学生寮については、構外にアパートタイプの新寮（22 名収容可能。男女共用）が 2006 年

３月に完成することになっており、これにより希望者はほぼ入寮できるようになる。 

 自習室の席数については、構内に新たな施設を建設することなどを含め、検討中である。 

 

（維持・管理体制） 

Ａ群：施設・設備等を維持・管理するための学内的な責任体制の確立状況 

 全学頁を参照のこと。 

 

Ｂ群：実験等に伴う危険防止のための安全管理・衛生管理と環境被害防止の徹底化を図る体

制の確立状況 

該当事項なし 
Ｂ群：学術資料の記録・保管のための配慮の適切性 

  ：国内外の他の大学院・大学との図書等の学術情報・資料の相互利用のための条件整備

とその利用関係の適切性 

① 現状の説明 

本学の中央図書館の分館的なものとして、「学修館」に法科大学院図書室が設置されている

が、学術資料の記録・保管や他大学等との学術情報・資料の相互利用に関しては中央図書館

の体制のもとにある。 

② 点検・評価／長所と問題点 
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法科大学院図書室が中央図書館のコントロールの元に置かれていることについては、特に

問題がないし、むしろトータルに管理されていることで、利用しやすくなっていると考えら

れる。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

情報のインフラに関しては、技術の進歩とともに発展しつづけていくと思われるので、今

後も鋭意整備に努めていく必要がある。 

 

７ 社会貢献 

Ｂ群：研究成果の社会への還元状況 

① 現状の説明 

前記「法科大学院要件事実教育研究所」の活動は、全国の法科大学院における要件事実教

育に多大な貢献をし、法科大学院の教育の充実・発展に大変寄与している。 

② 点検・評価／長所と問題点 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

②③については、＊＊頁を参照されたい。 

 

８ 学生生活への配慮 

（学生への経済的支援） 

Ａ群：奨学金その他学生への経済的支援を図るための措置の有効性、適切性 

① 現状の説明 

本学は、学生が勉学に専念できるように奨学金を充実させている。日本学生支援機構によ

る奨学金のほか、本学独自の給付奨学金並びに貸与奨学金を設けている（全学頁参照）。 

本法科大学院の給付奨学金としては、「創価大学法科大学院給付奨学金Ａ」、「創価大学法科

大学院給付奨学金Ｂ」、「創価大学法曹会奨学金」、「創価大学創友会法科大学院スカラシップ」

及び「牧口記念教育基金会奨学金」がある。これらの奨学金受給者を合計すると、入学定員

の 7 割が何らかの給付奨学金が受けられることになる。詳細は次のとおりである。 

 名称 種類 金額 期間 対象 選考基準 

① 創価大学給付奨学金 A 給付 1,000,000 (年額) 毎年 5 名入学試験の成績優秀者 

② 創価大学給付奨学金 B 給付 300,000 (半期) 継続可 5 名
学期の成績優秀者 

但し、①の 学生は除く 

③ 創価大学法曹会奨学金 給付 300,000 (年額) 毎年 10 名人物、学業成績、 経済面 

④ 
創価大学創友会 

法科大学院スカラシップ 
給付 300,000 (年額) 毎年 10 名

人物、学業成績  

但し、①③の学生は除く 

⑤ 
牧口記念教育基金会 

奨学金 
給付 500,000 (年額)

入学時

のみ 
10 名

人物、学業成績、 経済面 

但し、①③④の学生 は除く 

また「創価大学法科大学院貸与奨学金」は月額 14 万円を最高額として、希望者全員に希望

額を貸与する制度となっている。 

種類 貸与月額 貸与期間 返還利子 対象 
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創価大学法科大学院

貸与奨学金 

5 万（年額 60 万）･6 万

（年額 72 万）･10 万（年

額 120 万）･14 万（年額

168 万）の中から選択 

修業年限

利 率 上 限

3％ 

（※） 

全員 

 
② 点検・評価／長所と問題点 

法科大学院を修了するまでにかかる経費は、決して低額ではない。学生が経済的に逼迫し、

学習に支障をきたすことがあっては、日本の社会が優秀な人材を活用できないことにもなり

かねない。大学院、とりわけ法科大学院においては、高額な学費が、進学・入学、学修の継

続、修了の妨げになりがちであるといわざるを得ない。こうしたことを避けるためにも学生

への経済的な支援が求められるところである。本学法科大学院の奨学金制度は、それを求め

る学生にとって、大きな支援になるとともに励みになるものと思う。 
③ 将来の改善・改革に向けた方策 

この奨学金制度を今後も維持してまいりたい。 
 

（生活相談等） 

Ａ群：学生の心身の健康維持・増進及び安全・衛生への配慮の適切性 

① 現状の説明 

法科大学院に学生委員会を設置し、各委員をもって学生生活を指導する一方で、アカデミ

ックアドバイザー制度を設けている。これは、新入生 10 名程度を１組とし、専任教員２人が

担当して定期的な個人面談等により生活面等を含む多角的な相談・指導を行うものである。 

また、入学時に集中的にオリエンテーションを行い、法科大学院における履修上の特色を

理解させるとともに、学生が学習をスムーズに行うことができるようにしている。 

学期中、授業担当教員は、対面による学習指導を随時行うとともに、学習支援システムや

電子メールの活用により学生と密接なコンタクトを維持し、学生の学習を円滑に行わせる。

オフィスアワーの活用により、理解を深めるようにしている。 

また全学的に「学生相談室」や「保健センター」が置かれており、法科大学院生も利用す

ることができる。（詳細は全学頁参照） 

② 点検・評価／長所と問題点 

学生委員会委員による学生生活の指導のほか、アカデミックアドバイザー制度を設けて多

面的な学生指導体制を構築しているといえる。オフィスアワーも有効に機能している。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

法科大学院生は、司法試験に合格しなければならないという精神的な抑圧を受け、そのう

え学習時間の確保及び成績の向上を常に求められる立場に置かれるので、精神面におけるサ

ポート体制の充実が望まれる。 

 

Ａ群：ハラスメント防止のための措置の適切性 

全学頁参照。 

 

（就職指導等） 
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Ａ群：学生の進路選択に関わる指導の適切性 

① 現状の説明 

法科大学院という専門職大学院の性格上、進路については一定の方向性を持った学生が集

ってくるので、大きな意味での進路選択に関わる指導の必要性はない。 

そのため特別に相談窓口を設けて相談に応じているということはないが、日常の授業やア

カデミックアドバイザーの面談等を通じての主として実務家教員との触れ合いの中で、進路

についての相談があり、指導がなされている。 

② 点検・評価／長所と問題点 

法曹になる以外の進路を学生自身が希望することがあれば、就職部等の協力が必要になる

が、現状においてはそういったことはほとんどないので、このままでよいと思われる。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

当面、現状のままで推移を見たい。 

 

９ 管理運営 

（大学院の管理運営体制） 

Ａ群：大学院研究科の教学上の管理運営組織の活動の適切性 

① 現状の説明 

法科大学院のカリキュラムをはじめ教育に関する事項、教員人事に関する事項などを審議

決定する機関として、法務研究科委員会が置かれている。 
法務研究科委員会の構成は、研究科長を議長とし、法科大学院専任教員（教授、助教授、

講師）を構成員とする。いわゆるみなし専任教員も、原則として研究科委員会の構成員とな

り、法科大学院の管理運営に権限と責任をもつ。2005 年度では、教授 17 名、助教授１名、

合計 18 名で構成され、ほぼ月１回のペースで開催されている。 

その法務研究科委員会には、個別の事項を審議するため、次の委員会が置かれている。す

なわち、教務委員会、入試委員会、人事委員会、学生委員会、成績評価委員会、１年次講義

運営委員会、ＦＤ・自己点検委員会、図書選定委員会、ロージャーナル委員会、新司法試験

対策委員会及び入学準備委員会である。 
② 点検・評価／長所と問題点 

専任教員 18 名のうち４名が法学部の専任教員でもあり、また１名は派遣検察官のみなし

専任教員である。法科大学院の専従は 13 名になるが、研究科委員会のほか教務委員会や入

試委員会などの各種委員会が多数あるので、１人の専任教員が複数の委員会に所属するとと

もにそれぞれの委員会が負うべき責任を重ねて担っている。このため、ややもすると、ある

教員にとっては過重な負担を強いることになる。 
③ 将来の改善・改革に向けた方策 

法科大学院は少数の専任教員で運営しなければならないので、上記の問題点はやむをえな

い面もあるが、それぞれの委員会において運営の効率化を図るとともに、専任教員の負担を

できるだけ均等化していくことが求められる。 
 

Ｂ群：大学院の審議機関（大学院研究科委員会など）と学部教授会との間の相互関係の適切

性 
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  ：大学院の審議機関（同上）の長の選任手続の適切性 

① 現状の説明 

法科大学院のカリキュラムをはじめ教育に関する事項、教員人事に関する事項などを審議

決定する機関として、法務研究科委員会が置かれている。 

法務研究科委員会は、既存の創価大学大学院及びその管理運営機関である大学院委員会と

は別に独立している。当然、学部教授会との関係においても独立性を保っている。 

研究科長の選任手続は、「学校法人創価大学人事手続規則」第３条にあるとおり、理事会が

選考し、研究科委員会に諮り、理事会が任免することになっている。 

② 点検・評価／長所と問題点 

法務研究科委員会が既存の創価大学大学院及びその管理運営機関である大学院委員会並び

に法学部教授会とは独立性を保っていることについては、支障がない。 

研究科長を理事会が選考していることについても、今のところ、問題はない。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

支障や問題点はないので、しばらく現行のままの制度とする。 

 

10 事務組織 

Ｂ群：大学院の充実と将来発展に関わる事務局としての企画・立案機能の適切性 

① 現状の説明 

法科大学院をはじめ他の研究科、また法学部など全学部・研究所、さらには創価女子短期

大学がさらに充実した教育機関として、将来的にも発展を成し遂げていくために、本学では、

理事会の下に「創価大学 21 世紀委員会」が置かれている。そこで、大学の将来計画や教育ビ

ジョンの策定などを検討し、その結果が学内の教職員及び学生並びに学外に発信される。 
法科大学院の充実と将来発展にかかる企画・立案は、法務研究科委員会及び法科大学院事

務室から、理事会または「創価大学 21 世紀委員会」に提案されることになる。 
② 点検・評価／長所と問題点 

法務研究科委員会及び法科大学院事務室からの意見を、学長ないし理事会または「創価大

学 21 世紀委員会」に提案することができる制度になっているので、その点については問題な

い。しかし、法務研究科委員会の教職員数は必ずしも多くないので、日常の業務に追われ、

企画・立案の機能を十分に果たせなくなることが危惧される。 
③ 将来の改善・改革に向けた方策 

上記の課題に対処するため、業務の合理化、効率化を一層図ることが望まれる。 
 

Ｂ群：大学院に関わる予算（案）編成・折衝過程における事務組織の役割とその適切性 

  ：大学院運営を経営面から支えうるような事務局機能の確立状況 

① 現状の説明 

法科大学院の予算は、研究科長等の意見を踏まえて法科大学院事務室が編成している。大

学当局との折衝も法科大学院事務室が行っている。 
② 点検・評価／長所と問題点 

法科大学院の運営は、特に経営面から見るならば、教員構成や施設の整備などにより最終

的には非常に厳しい舵取りを迫られるといってよい。このため学費を上げるか、学費の値上
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げを抑えつつ教育環境の質を上げていかなければならない。 

③ 将来の改善・改革に向けた方策 

法科大学院の収支バランスをとることは厳しい課題であるが、教員・職員・学生・理事会

及び父兄や修了生等の理解と協力を仰ぎつつ、教育の成果を結実させていきたい。 

 

11 自己点検・評価 

12 情報公開・説明責任 

全学頁参照 
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